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需給調整市場で取引されるΔｋＷについて

第１回需給調整市場検討小委員会
資料４

２０１８年２月２３日

需給調整市場検討小委員会事務局



2本日のご議論

需給調整市場で調達するΔｋＷについて

調整力の必要性とインバランスとの関係について



3需給調整市場の創設

 各市場の整備の検討がなされており、一般送配電事業者が必要とするGC後の需給ギャップ補填、時間内変
動、周波数維持のための調整力は需給調整市場で取引されることとなる。

出所） 制度検討作業部会（第11回）資料4

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf


4（現状）安定供給確保の仕組み

出所）第10回電力システム改革専門委員会 資料３－３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denryoku_system_kaikaku/pdf/010_03_03.pdf

 小売電気事業者に需要を賄うための供給力確保を義務付け、 １時間前計画（最終計画）提出後の需給バラン
ス調整は一般送配電事業者が一手に担う仕組み。

 日本は計画値同時同量の仕組みを採用しており、ゲートクローズ（ＧＣ）までは小売電気事業者が１時間前計画
を基準に供給力を調達し、ＧＣ以降は一般送配電事業者が調整力電源を運用して需給バランス調整を行う。

第９回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料２

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denryoku_system_kaikaku/pdf/010_03_03.pdf


5（現状）調整力で対応する事象

 調整力で対応する事象には、「需要に関するもの」、 「再エネ出力変動に関するもの」 、「電源脱落に関するもの」があり、
以下の事象に対応できるように一般送配電事業者は電源Ⅰと電源Ⅱの余力により調整力を確保している。

（対応する事象）

 時間内変動 ： 需要変動、再エネ出力変動

 予測誤差 ： 需要予測誤差、再エネ出力予測誤差

 変動 ： 電源脱落（直後）

 対応する事象のうち再エネ出力予測誤差については、昼間帯に大きくなる傾向がある。
 なお、年初段階で確保する電源Ⅰの必要量については、電源Ⅱの余力をあわせて活用して対応する仕組みであること
から、電源Ⅱに期待できない残余需要が高い時間帯の上げ調整力必要量を評価している。

出所）2018年度（平成30年度）向け調整力の公募にかかる必要量等の考え方について
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2017/2018_chouseiryoku_hitsuyouryou.html

第９回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料２

https://www.occto.or.jp/houkokusho/2017/2018_chouseiryoku_hitsuyouryou.html


6（参考）調整力で対応する事象

出所）第７回 制度検討作業部会 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/007_03_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/007_03_00.pdf


7調整力での対応について

 電力の需給は時々刻々と変動しており、周波数を維持するためには、常に需要・供給力の変動にあわせて調
整力を運用し、周波数制御および需給バランス調整を行う。

（平常時）

 平常時に対応する事象としては需要変動と再エネ出力変動による時間内変動および需要および再エネ出
力の予測誤差、電源脱落（単機）がある。

 変動周期の早い変動に対しては、変動を検知して自動的に応動できる調整力および変動を検知して連続的
に出される指令に応動できる調整力で対応する。

 変動周期の遅い変動に対しては、ある程度先の時間に生じる誤差を予測しながら調整を行うことになる。数
分先～１時間先に生じると予測される誤差を調整するために出される指令に応動できる調整力で対応する。

（電源脱落時）

 事故による電源脱落等により大幅に需給バランスが崩れ、周波数が低下した場合にも周波数低下を一定
の範囲内に抑えた後、回復させることが必要であり、周波数変動に対して直ちに応動できる調整力およびそ
の後引き続いて安定的に周波数を維持するための調整力を活用して対応する。
なお、大規模電源脱落の想定においては系統安定化装置や負荷遮断等を組合せて対応することに留意が
必要。

第９回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料２



8（参考）各調整力の発動を指令して需給調整するイメージ

 計画提出期限であるGC（各コマ実需給１時間前）までは発電・小売電気事業者が計画値を見直し、GC後に
残る誤差は、一般送配電事業者が事前に確保した調整力で調整している。

 細分化された調整力は、それぞれの応動時間に応じた事前の指令により、ＧＣ後に残る誤差を予測もしくは
実測しながら、遅い調整力で長周期の変動を、速い調整力で短周期の変動を分担して調整している。

当該コマ
（30分単位）

GC（当該コマの1時間前）
※ 発電・需要計画の提出期限

三次調整力②
発動まで1h以内
30分毎に指令

三次調整力① 発動まで15分以内
数分毎に指令

一次調整力 発動まで10秒以内
常時周波数検知

発電・小売電気事業者が
GCまで計画値を見直し
（同時同量）

次のGC
次のコマ

※ ＦＩＴ特例制度①は前々日が
再エネ発電計画の提出期
限。以降の誤差は一般送
配電事業者が調整。

指令 出力

（調整力の運用のイメージ）

出所）第７回 制度検討作業部会
資料３（一部抜粋）

時間



9電源脱落時の調整力の運用について

出所）第１０回 制度設計ＷＧ 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/010_04_00.pdf

 事故による電源脱落等により周波数低下が発生した場合は、調整力を活用して周波数低下を一定の範囲内
に抑え、周波数制御で周波数を回復し、出力持ち替えにより周波数調整能力を回復する。

 現状は、応動時間の短いＧＦ機能で周波数低下を一定の範囲内に抑え、その後、中給システムからの指令に
対する応動時間の短いＬＦＣで維持し、ＥＤＣで発電機の持ち替えを行いながら周波数を回復させるとともに、
周波数調整力を回復し、次に備えている。なお、大規模電源脱落時には系統安定化装置や負荷遮断等を組
合せて対応している。

 各段階で調整力に求められる能力は異なり、大規模な電源脱落等が発生した場合にも細分化した調整力を組
み合せて対応する必要がある。

第９回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料２

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/010_04_00.pdf


10電源脱落時の調整力応動・受け渡しイメージ

 電源脱落時には、周波数変動を検出して自動的に応動する一次調整力で周波数低下を一定の範囲内に抑える。

 中給システムの自動制御機能による指令に追従して応動する二次調整力で周波数を回復させる。周波数が回復す
ることにより、一次調整力が回復する。

 さらに二次調整力の発動量を、より継続時間の長い三次調整力に徐々に受け渡すことにより、二次調整力を回復さ
せる。

 小売電気事業者が代替電源を確保することにより、三次調整力が回復する。

時間

Ｐ

一次調整力

三次調整力

周波数

基準周波数
時間

①周波数低下
を食い止める

二次調整力

②基準周波数
に戻す

③経済性の追求

一次調整力回復 二次調整力回復 三次調整力回復

周波数を検出して
自動的に応動

中給の自動制御
機能による指令
に追従して応動

電源脱落発生 周波数回復

④小売が代替電源
確保

小売電気事業者
が代替電源により
供給力を確保

第９回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料２



11（参考）ＧＦ（ガバナフリー）運転

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html


12（参考）ＬＦＣ（負荷周波数制御）

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html


13（参考）ＬＦＣとＥＤＣ（経済負荷配分制御）の協調制御

出所）第２回 調整力等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html


14（参考）需給調整市場の商品設計について

出所）第１４回 制度検討作業部会 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/014_03_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/014_03_00.pdf


15（現状）調整力電源の運用

出所）制度設計専門会合（第１８回） 資料３ http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/018_03_00.pdf

（ＧＣ前）
 一般送配電事業者は、週間断面から必要な調整力を算出の上、発電BG計画に対し、電源Ⅰ・Ⅱの中から電力量
（kWh）価格により発電機の追加等を必要に応じて決定し、必要となる調整力電源を実需給時点で調整力を提供できる
状態にする。なお、電源Ⅰ・Ⅱの追加にあたっては、準備するための起動・停止費用や増分燃料費、熱効率低下影響
など費用を要する場合がある（待機費用（機会損失）の発生）。

（ＧＣ後）
 一般送配電事業者は、時間内変動や予測誤差、電源脱落など、発電・小売電気事業者の計画と実績の差分に対して、
事前に確保した調整力（電源Ⅰ・電源Ⅱ余力）を活用して調整する。

第９回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料２（一部修正）

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/018_03_00.pdf


16需給調整市場における調達と運用について

 需給調整市場においても現状の調整力の運用と同様、GC前に実需給時点で出力を調整できる状態の電源等を商品
毎にそれぞれの時間に必要な量を確保する「調整力の調達」、GC後に実際に発生した誤差に対して、GC前に確保し
た調整力やGC後の余力を活用して運用する「調整力の運用」の二つの側面がある。

出所）第１１回 制度検討作業部会 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf



17需給調整市場で調達するΔｋＷについて

 GC前に、実需給時点で発生し得る変動に備え、出力を調整できる状態の電源等を必要な量だけ確保しておく必要が
あり、実需給時点では調整した量に応じたｋＷｈが発生することが調整力の調達と運用であることを念頭におくと、
需給調整市場では、実需給時点で各時間帯毎に必要な能力を持った電源等を、出力を調整できる状態で確保すること
を「ΔｋＷ」として取引し契約することになるのではないか。

 なお、ｋＷｈは実績に応じた精算となる。これはGC後に調整する実誤差が事前には分からないため、卸取引市場のよう
にｋＷｈ受電を契約することができないためである。ｋＷｈ単価（可変費等）は予め適切な時期に契約しておく必要がある。

調達 運用

卸取引市場

需給調整市場

（参考）
容量市場

量(kW)

時間(h)

量(kW)

時間(h)

kW×年間×単価（kW価値）量(kW)

時間(h)（１年間）

量(kW)

量(kW)

時間(h)

時間(h)

kW×h×ΔkW単価（ΔkW価値）

一次

二次①

二次②

一次

二次①
二次②※各商品毎※各商品毎

ｋWh（実績）×kWh単価（可変費等）

調達した量（確定済）を
そのまま受電

kW×h×単価（kWh価値）

※量を確定

※ＧＣ後の実誤差を調整するために必要な量のみ受電する。その時点
の需給状況により受電しない場合や100%受電の場合もあり得る。

ΔkW1

ΔkW2

ΔkW3

t1 t2 t3

ΔkW1

ΔkW2

ΔkW3

t1 t2 t3



18欧米諸国の需給調整市場に関する調査結果（MRI委託報告）

 欧米諸国の需給調整市場を調査した結果、以下のことが明らかとなった。

 需給調整市場は、系統運用者が電源設備の物的なコントロール権を取りに行く場である。

 卸電力市場は、現物商品に関する契約の売買の場である。



19（参考）ドイツの需給調整市場に関する調査結果（MRI委託報告）



20（参考）フランスの需給調整市場に関する調査結果（MRI委託報告）



21（参考）英国の需給調整市場に関する調査結果（MRI委託報告）



22（参考）ノルウェーの需給調整市場に関する調査結果（MRI委託報告）



23（参考）米国（ＰＪＭ）の需給調整市場に関する調査結果（MRI委託報告）



24ΔｋＷとして調整力を確保する必要性とインバランスとの関係

 日本は計画値同時同量の仕組みを採用しており、ＧＣまでは小売電気事業者が１時間前計画を基準に
供給力を調達し、ＧＣ以降は一般送配電事業者が調整力電源を運用して需給バランス調整を行う。小売
電気事業者の計画と実績の差（３０分単位）はインバランスとなる。

 一般送配電事業者の調整力には以下の側面があり、「ΔｋW」としてGC前に確保しておく必要がある。

 発電計画・需要計画、再エネの発電計画は３０分単位で計画されているため、３０分より時間粒度の細
かい時間で発生する変動（時間内変動）については一般送配電事業者が対応する必要がある。３０分平
均値の差を予測誤差とすれば時間内変動はインバランスとならない。

 需要計画については、GCまで小売電気事業者が需要予測を見直しながら計画変更を行う。 GCから実
需給までには時間があり、誤差の発生を避けることはできない。仮にこの時間が短くなったとしても発電
機の応動には一定時間を要することから、小売電気事業者が発電計画を見直すことができたとしても限
界がある。よって、 ＧＣ後に一定量残る需要予測誤差は一般送配電事業者が調整することになりインバ
ランスとなる。

 再エネFIT特例制度①と③の発電計画については、現行制度下では前々日あるいは前日に一般送配電
事業者が行った発電予測がそのまま計画となり、GCまでに計画変更は行われない。したがって、実際に
はGC以前に発電予測の乖離を仮に明らかにできたとしても、当該乖離分は計画誤差として扱われ、理
論的には「GC時点での予測と実績の差」に加え、「当初計画とGC時点での発電予測の差」も合わせたも
のがインバランスとして調整がされており、これに調整力が用いられている。

※現在はＦＩＴ特例制度①が太陽光・風力の大宗を占めている。



25仮に一般送配電事業者が時間前市場で調達できるとすれば

 仮に一般送配電事業者が時間前市場で調達できるとした場合

 時間前市場で代替可能な調整力としては、以下の理由から三次調整力②（低速枠）のｋＷｈ受電となる。

 時間前市場はGC以前に３０分単位のｋＷｈ量を約する市場であり、調整力の各商品の中で、時間前市
場と指令のタイミング、取引単位（３０分単位のｋＷｈ量）が共通するのは、三次調整力②（低速枠）の
ｋＷｈ受電（運用）のみ。三次調整力①～一次調整力は、発動までの時間、発動周期が短く時間前市場
では代替できない。

 GCまでは小売電気事業者が計画修正を行うため、GCより前に実運用で受電する量を見極めて調達す
ることが必要。これは時間前市場で調達したｋＷｈは受電を契約してしまうため、実際誤差が出なかった
場合に調達したｋＷｈを違う調整力で調整しなくてはならないためである。なお、現行制度の下では、
GC以前にある程度見極めることができるものは主に再エネ予測誤差（FIT特例制度①、③）となる。

 時間前市場は発電事業者の判断で並列された発電余力が原資となっており、ｋＷｈを確保する機能は
あるが発電機の並列台数を増やしたり維持しておく機能はないことからΔｋＷの調達は代替できず、時
間前市場でｋＷｈを受電することができたとしても、需給調整市場でΔｋＷを調達しておく必要がある。

 一般送配電事業者が需給調整市場と時間前市場の双方からｋＷｈ受電を選択できること、一方で発電事業
者はいずれかの市場で少しでも利益を得るよう行動することを考えると、両市場のｋＷｈ価格が裁定される
効果を期待できるのではないか。なお、一般送配電事業者は比較考慮しながらより安く調達することになる。

 なお、一般送配電事業者が時間前市場で調達することは現在想定されずに制度設計されており、取引する
ことの是非は、電事法改正時の一般送配電事業者の在り方にまで遡った検討が必要であり、国の審議会な
どで相当な議論が必要。また、本項は一般送配電事業者の視点での考え方であり、国の審議会などにおい
て小売電気事業者・発電事業者など他の市場参加者への影響を考慮した総合的な議論が必要となるので
はないか。



26現状の調整力公募の仕組みと需給調整市場創設後の違い

＜現在の調整力公募＞
 一般送配電事業者が前年度に調整力公募を実施して確保した電源Ⅰと、電源Ⅱの余力を活用して調整を
行う仕組みである。

 電源Ⅰの確保量と一般送配電事業者が調整したインバランス実績は明確であり、そのうち電源Ⅰは年間を
通じて確保することから、電源Ⅱの余力に期待できない残余需要が高い時間帯の上げ調整力必要量を評価
し、一般送配電事業者が必要量を確保している。残余需要の低い時間帯については、電源Ⅰに加えて電源
Ⅱの余力を活用して運用しており、一般送配電事業者が各時間に対し事前に確保している調整力の量は
明確ではない。

＜需給調整市場創設後＞
 需給調整市場創設以降は、基本的には全ての時間においてそれぞれの時間帯毎に必要となる量を「ΔｋＷ」
として市場から調達し、実需給段階においては、予め調達した調整力とGC後の余力を活用して調整を行うこ
ととなる。そのため、需給調整のために事前に確保した調整力の量と費用がΔｋＷとして明確になる。

 なお、実需給時点で出力を調整できる状態の電源等を確保しておくという「ΔｋＷ」を取引・契約する概念は、
最低出力分の電気の扱いを考慮すべき発電機とは異なり、最低出力などがないDRや蓄電池といった新しい
リソースに対してより整合的な概念なのではないか。



27（参考）調整力確保の仕組みの変化（調達段階）

 現状は発電事業者の発電計画から電源Ⅱの余力を確認した上で、系統に不足する場合は、電源Ⅱに起動
指令をかけるなどして各時間に必要な調整力の量を確保している。

 需給調整市場導入後は、実需給時点で出力を調整できる状態の電源等をΔｋWとして予め市場で調達する。
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